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抄　録

本研究では，再生紙工場から大量に発生するぺーパースラッジのリサイクル技術の確立を目的に，粒状炭

化物の製造技術，物性評価及び用途開発についての検討を行った。粒状炭化物はマクロな細孔とミクロな細

孔を有し，マクロポアは粒径数 μm の填料と炭化されたパルプ繊維が形成する空隙に起因し，総細孔容積は

1.7cm3/g（空隙率換算で約 80％），ミクロポアの最頻度細孔径は約 2nm，比表面積が約 100m2/g を示す多孔

材料である事が確認された。

農業資材としての土壌物理特性評価は，高い孔隙率・透水性を有し，かつ保水性にも優れた資材である事

が確認された。インゲンマメ施用試験においては，対照区に比べ出芽率，葉緑素含有量が高く，葉面積，地

上部および地下部乾物重量が大きく，処理区間に有意差が認められた。また，融雪促進材試験においては，

粒状炭化物はハンドリング性に優れ，従来品と比較して同等の性能を示した。

処分場確保問題・処理費用の高騰等が，製造コストを圧迫し

ている。

本研究では，再生紙工場から大量に発生するＰＳのリサイ

クル技術の確立を目的に，粒状炭化物の製造技術，物性評価

および農業資材としての用途開発について検討を行った。

2. 試料および製造方法

2. 1　ペーパースラッジ

再生紙の原料として ｢模造｣ や ｢色上｣ と呼ばれる種類の

上質古紙や牛乳パックが , 年間約 80 万トン使用されている。

上質古紙である ｢模造｣ や ｢色上｣ は紙の不透明度と白色度

を 高 め て 印 刷 品 質 を 向 上 さ せ る た め に カ オ リ ン

(Al2Si2O5 (OH)4) , タルク (Mg3Si4O10(OH)2) および炭酸カ

ルシウム (CaCO3) などの無機物 ( 填料 ) が紙の表面に塗工し

てあり , 古紙原料からトイレットペーパーを製造する工程で

はこの填料を洗い落とす事が必要となる。

図 1 に古紙原料からのトイレットペーパー製造フローを示

す。洗浄後の古紙から分離された填料は，その他の微小な夾

1 ．緒言

現在，日本で生産されている年間約 85 万トンのトイレッ

トぺ－パーのうち古紙原料から作られているものは 65％の

55 万トンである。このリサイクルトイレットぺ－パーのほ

とんどは中小企業が担っている。古紙原料には主として上質

古紙や牛乳パックが用いられているが，上質古紙には紙の不

透明度と白色度を高めて印刷品質を向上させるために無機物

（填料）が紙の表面に塗工されており，この填料は多いもの

では重量比で 30％以上にもなる。ぺ－パースラッジ（以下

ＰＳと略す）は，これら古紙原料からトイレットぺ－パーを

製造する際に発生する無機物と紙の短繊維である。

従来ＰＳは，主に埋立てにて処理されていたが，廃棄物問

題が深刻化するとともに最終処分場の確保が困難になり，近

年では焼却処理もされるようになってきた。しかし焼却炉の

運転による環境問題の提起や，大量に発生する焼却灰の最終

古紙スラッジのリサイクル

＊道栄紙業株式会社
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雑物や短くて紙にならない繊維等とともに水処理装置に送ら

れて凝集沈殿された後，脱水され，その脱水ケーキがＰＳと

云われる産業廃棄物となる。この総量は，トイレットぺ－パ

ーの製造に由来するものだけでも年間 25 万トンにも達する。

古紙種類別比率は，季節を問わず変動は少なく，ＰＳの組成

比も年間を通じて概ね一定である。

2 ．2　試料

本研究に用いたＰＳ（道栄紙業（株））の組成を蛍光 X 線

分析装置（RIX3000 ，理学電気工業（株））にて分析し，表

1 および図 2 に示した。

図 2 に示される様に，ＰＳは約 60％の水分を含み，絶乾

重量のうち約半分が短くて漉ききれなかった紙繊維，残りの

半分は填料に由来する無機物であった。

2 ．3　ＰＳ炭化物の製造方法

ＰＳ炭化物の製造方法を図 3 に示した。ＰＳの造粒は，サ

イズの揃ったペレットを得るとともに，粒子密度の高い造粒

を可能とする強制造粒法により行った。得られた造粒物は，

そのままの水分率にて炭化を行うと強度が極端に低下するた

め，ロータリーキルンにて水分率約 10％以下まで乾燥を行

なった。

ＰＳの炭化実験に使用した炉（高砂工業（株）製）を図 4

に示した。本装置は連続外燃型炭化炉に属し，レトルトの全

長は φ200（mm）×L2,300（mm），有効長さは，L900（mm）
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である。また，本装置の特徴として，キルン胴部に数カ所の

乾留ガスを排気する管を有し，ここから排出される乾留ガス

はレトルトを覆う燃焼室内で燃焼し，原料の保有熱量により

自然も可能である。

3 ．結果および考察

3 ．1　ＰＳおよびＰＳ炭化物の物性評価

3.1.1　外観および組成

図 5 に，ＰＳとＰＳ炭化物の表面状態の電子顕微鏡写真

（日本電子（株）製，5800-LV）を示した。図に示される様

に，ＰＳは，繊維質と無機填料の絡み合った緻密な構造を有

しており，ＰＳ炭化物は，無数の空隙を有する構造であった。

また，ＰＳ炭化物の組成を表 2 に示した。不燃分中の組成は，

先に示したＰＳ原料組成にほぼ一致し，紙に含まれる填料に

由来するものであり，炭化後も組成上では大きな変化は認め

られない。図 6 に，ＰＳおよびＰＳ炭化物の X 線回折チャー

トを示す。ＰＳの填料に由来する，炭酸カルシウム，タルク

およびカオリンのピークが認められた。一方，ＰＳ炭化物で

は炭酸カルシウム及びタルクのピークは観察されるが，カオ

リンについては認めらずスメクタイト等への構造変化が生

じているものと推察された。

3.1.2　比表面積及び細孔分布

図 7 に，炭化温度とＰＳ炭化物の比表面積の関係を示す。

ここで，炭化温度には平均品温 Tp を用い ，比表面積の測定

は窒素ガス吸着法（micromerit ics 社製，FLOW SORB II  

2300）により行った。図 7 より，約 400℃から炭化が開始

し，炭化温度の上昇に伴い比表面積は増大し約 100m2/g に

達した。通常，炭化の進んだ高品質の木炭の比表面積は約

500m2/g であり，ＰＳ炭化物の灰分が約 80％あることを考

慮すると，炭化は良好に行われたと判断される。また，炭化

温度 800℃，品温約 600℃にて炭化したＰＳ炭化物の細孔

分布を測定した。マクロポアに対しては水銀圧入法

（FISONS INSTRUMENTS 社製，PASCAL 140 ，440）で測

定 し 図 8 に， ミ ク ロ ポ ア は 窒 素 ガ ス 吸 着 法（FISONS

INSTRUMENTS 社 製，SORPTMATIC 1990） に よ り 測 定

し図 9 にそれぞれ示した。図 8 および図 9 から，マクロな細
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孔が多く，その総細孔容積は 1.7cm3/g（空隙率換算で約

80％）に達し，ミクロポアの最頻度細孔径は約 2nm を示し

た。マクロな細孔は，前述した粒径数 μm の填料と炭化され

たパルプ繊維が形成する空隙に起因するものと考えられる。

3.1.3　揮発分，固定炭素及び灰分

図 10 に，ＰＳ炭化物の揮発分，固定炭素及び灰分と炭化

温度の関係を示した。測定は石炭類及びコークス類工業分析

法（JIS M8812）に従った。図 10 より，炭化温度の上昇

に伴い，揮発分は低下し固定炭素及び灰分は増加した。炭化

温度約 600℃においては，揮発分約 8％，固定炭素約 12％，

灰分約 80％を示した。

3.1.4　pH

図 11 に，ＰＳ炭化物のｐ H と炭化温度の関係を示した。

ＰＳ炭化物の pH の測定は活性炭試験方法（JIS K1474）

により行った。図 11 より，炭化温度の上昇に伴いアルカリ

度が増大し約 650℃においてｐ H ≒ 11 と極大値を示した

後，減少することが認められた。なお，炭化温度により pH

が変化する事は木炭でも認められており，600～700℃にお

いて電子の変移点があることに起因するためと推察される。

3.1.5　安全性

「産業廃棄物に含まれる金属等の検出方法（環境庁告示 87

号）」に基づく，ＰＳの重金属溶出試験結果を表 3 に示した。

また「肥料取締法に基づく基準値」と比較した，ＰＳおよび

ＰＳ炭化物中の重金属含有量を表 4 に示した。ＰＳは，表

3 に示す様に，産業廃棄物としての重金属溶出試験に十分適

合している。また，ＰＳ炭化物の利用にあたっては溶出試験

のみならず，重金属の含有率が問題となる。表 4 より，ＰＳ

炭化物に含有する重金属は肥料の規制値を十分に満足する値

を示した。

3 ．2　ＰＳ炭化物の土壌改良資材としての特性評価

土壌改良資材とは主に土壌の物理性，化学性および生物性

を改善する農業資材である。土壌改良資材を排水不良な土壌

や通気性の悪い土壌に施用すると土壌の物理性が改善され，
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それに伴い作物の生育や収量が向上する。したがって，ＰＳ

炭化物を土壌改良資材として利用するためには，土壌改良資

材としての物性を評価するとともに土壌施用時の，土壌物理

性の評価が必要となる。本試験では，ＰＳ炭化物の土壌改良

資材としての物性を市販の土壌改良資材と比較評価し，さら

にＰＳ炭化物施用に伴う土壌物理性と作物の生育に及ぼす影

響について検討を行った。

3.2.1　土壌物理特性の評価

（1）孔隙率と飽和透水係数

表 5 にＰＳ炭化物および現在市販されている代表的な土壌

改良資材の土壌物理特性を示した。ＰＳ炭化物の孔隙率は，

粒径が 5mm のものは 85.4％，粒径が 3mm のもので 88.2％

を示した。これはパーライト（三井金属（株）），ゼオライト

（ジークライト（株））および，なら材木炭と同等，もしくは

それ以上の値であった。以上の結果より，ＰＳ炭化物を土壌

に施用すると市販の土壌改良資材と同程度もしくは，それ以

上に孔隙率が増加するものと推察された。

飽和透水係数は，変水位透水性測定器（DIK-4050 ，大起

理化工業（株））にて評価を行った。飽和透水係数とは，材

料中を水分が移動する速度であり，透水性の指標である。Ｐ

Ｓ炭化物を含め実験に供試した土壌改良資材のうち飽和透水

係数が最も大きかったのは，なら材木炭でパーライトの約

10 倍の値を示した。一方，ＰＳ炭化物の飽和透水係数は粒

径が 5mm のものは 5.9×10-2cm/s ，3mm のものは 4.8×

10-2cm/s で，ＰＳ炭化物の透水性はなら材木炭には及ばな

いが，パーライトやゼオライトより優れていることが示され

た。

（2）保水性試験（pF 値）

多容量土壌 pF 測定器（DIK-3420 ，大起理化工業（株））

にて評価を行った各種資材の保水性試験の結果を表 5 に示し

た。

土壌中の水分は吸着力や毛管力などによって保持されてい

るが，土壌が水分を保持する力は土壌の種類や含水量により

異なる。したがって，植物は含水量が同じでも水分を保持す

る力が強い土壌から水分を吸収できないが，保持する力が弱

い土壌からは水分を吸収できる。土壌の含水量と水分保持力

の関係を示すものに pF- 水分曲線がある。pF とは水分が土

壌に引きつけられている強さを水柱の高さ（cm）の対数で表

した数値で，植物の吸水に対する難易度を示すものである。

植物が比較的容易に吸収できる pF の範囲は 1.8～3.0 で，こ

の範囲の水を易効性有効水という。極端に言えば植物は易効

性有効水しか吸収できない。従って，植物の吸水にとって良

い土壌とは，易効性有効水 pF1.8～3.0 に相当する体積水分

率の範囲が広い土壌である。表 5 にＰＳ炭化物ならびに各種

土壌改良資材の易効性有効水量を pF1.8～3.0 に相当する体
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積水分率で示した。粒径が 3mm のＰＳ炭化物の易効性有効

水量は 23.2％と 5 種類の資材の中では最も大きな値を示し

た。ただし，同じＰＳ炭化物でも粒径が 5mm になると易効

性有効水量は 12.9％と 3mm のものに比べほぼ半減した。こ

れは粒径が大きくなったことによってＰＳ炭化物の粒間の孔

隙が大きくなり，水分の保持力が低下したことが主な原因で

あると考えられる。

（3）透水性試験

図 12 に透水性の実験結果を示した。実験方法は，粒径

3mm のＰＳ炭化物，ゼオライトおよびパーライトをそれぞ

れ黒ボク土壌に 50％混合後，縦 21.5cm ，横 11.5cm ，高さ

10.0cm の育苗箱に充填し，その上から 1.5L の蒸留水を静か

に注いだ。その後，育苗箱を 30℃，暗黒条件にした恒温器

内に置き，各区の土壌水分の減少経過を比較した。なお，対

照区には黒ボク土壌のみを充填した。

その結果，ゼオライト，またはＰＳ炭化物を混合させると，

いずれの調査日においても対照区に比べ水分率が低くなっ

た。しかし，飽和透水係数の低いパーライトは土壌水分を低

下させる効果がほとんど認められなかった。

3.2.2　施用試験

（1）ＰＳ炭化物施用がインゲンマメの出芽および生育に

及ぼす影響

インゲンマメの根は酸素要求量が高く，耐水性が低い作物

のひとつである。そこで高土壌水分条件下でＰＳ炭化物施用

の有無がインゲンマメの出芽とその後の生育に及ぼす影響に

ついて検討を行った。以下に実験方法を示す。

・インゲンマメ（品種；セリーナ）を縦 21.5cm ，横 11.5cm ，

高さ 10.0cm のプランター（底は網状で水分は透過可能）で

育成した。

・試験区は，対照区（黒ボク土壌のみ）とＰＳ炭化物区（土壌

体積の 50％にＰＳ炭化物を混合）を設けた。

・潅水は，自動灌水装置で 6 時間おきに 400mL とした。

・インゲンマメの育成は昼温（6-18 時）28℃，夜温（18-6 時）

20℃にセットした自然日長型人工気象室で行った。

（a）ＰＳ炭化物の施用がインゲンマメの出芽に及ぼす影響

図 13 に播種後 10 日目における各区の出芽率を示した。

対照区の出芽率は 22.2％であったが，ＰＳ炭化物施用区で

は 77.8％とほぼ正常な出芽率を示した。これは両区とも 6

時間おきに 400mL の水が供給されるが，ＰＳ炭化物施用区

では，過剰な水がプランター外に排出され土壌水分が速やか

に低下したため，インゲンマメの出芽が阻害されなかったと

推察される。

（b）ＰＳ炭化物の施用がインゲンマメの生育に及ぼす影響

表 6 にＰＳ炭化物の施用がインゲンマメの生育に及ぼす

影響を示した。表に示す様に，播種後 30 日目の調査において

SPAD 値，茎の太さ，主茎節数および分枝数の各項目で処理

区間に有意差は認められなかったが，ＰＳ炭化物施用区のイ

ンゲンマメは対照区に比べ葉緑素含有量（SPAD 値）が高く，

茎が太くなり，主茎の節数や分枝数が増加した。さらに，葉

面積，地上部および地下部乾物重が増大し，これらの処理区

間に有意差が認められた。葉緑素含有量や葉面積が増大する

と個体当りに固定される同化産物量が増加し，結果的に子実

収量の増大につながると考えられる。また，マメ科作物は節

の部位に莢が形成されることから，主茎節数や分枝数の増加

によって個体当りに形成される莢数が増加すると推察され

る。この様に，常に潅水をして土壌に水分が供給される条件

でもＰＳ炭化物を施用すれば，優れた透水性の結果，インゲ

ンマメはほぼ正常な生育を示すことが分かった。
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3 ．3　融雪促進材としての検討

融雪時の農地における融雪速度の促進は，農作業の開始時

期を早め，その結果，作物の収穫時期を早め，さらには収穫

量にも大きな影響を及ぼす。そこで，積雪量の多い倶知安町，

沼田町にてＰＳ炭化物の融雪促進効果の検討をフィールド試

験により行った。

3.3.1　散布試験および評価方法

本試験では，ブロードキャスターにてＰＳ炭化物（5mm

φ）を ， 従来の融雪促進材の散布量に従い， 1 反 部

（1000m2） 当 た り 3 袋（30L ／ 袋 ） と し， 1 町 部

（10000m2）散布を行った。　

散布試験の評価として ，散布時に雪面表面をシート

（ 10m×10m）にて被覆し，無散布区を作成し，散布区との

融雪差を比較評価した。なお，試験日は最終降雪日以降とし，

倶知安町は平成11年 4月12日，沼田町は平成11年 3月20日

に行った。

3.3.2　散布状況と融雪効果

図 14 に，ＰＳ炭化物の散布状況を示す。ＰＳ炭化物はペ

レット状造粒物のため，ブロードキャスターのホッパーへの

供給において，粉塵がなく取り扱い性において良好であった。

また，散布操作はホッパー下部のプロぺラにて行われるため，

衝撃によりＰＳ炭化物は一部粉砕され微粒から粗粒の状態で

雪面を被覆した。図 15 に，散布後 5 日の，散布区と無散布

区の融雪状況を示す。散布区と無散布区においては，融雪量

で約 10cm の差が認められた。この効果は，同時に散布し

た市販の融雪促進材と同等の能力を示す良好な結果であっ

た。

4 ．まとめ

（1）ＰＳ炭化物は，マクロな細孔とミクロな細孔を有し，

マクロポアは粒径数 μm の填料と炭化されたパルプ繊維
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が形成する空隙に起因し総細孔容積は 1.7cm3/g（空隙率

換算で約 80％），ミクロポアの最頻度細孔径は約 2nm ，

比表面積が約 100m2/g を示した。

（2）ＰＳ炭化物は，市販されている土壌改良資材との比較

において，高い孔隙率・透水性を有し，かつ保水性にも優

れた土壌改良資材である事が確認された。

（3）ＰＳ炭化物のインゲンマメ施用試験において，対照区

に比べ出芽率，葉緑素含有量（SPAD 値）が高く，茎が太く

なり，主茎の節数や分枝数が増加した。さらに，葉面積，

地上部および地下部乾物重量が増大し ，これら調査項目

では処理区間に有意差が認められた。

（4）ＰＳ炭化物の融雪促進材としての性能は，従来品と比

較して同等のレベルを示した。また ，ＰＳ炭化物は粒状

で取り扱いに優れ，散布時に微粒化する事が確認された。
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